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《学会記事の 10 年》

創刊号

2000 年 4 月 21 日

　東京経済大学現代法学会の設立総会開催。

1．設立総会において仮議長として加藤一彦助教授が選出された。

2．加藤助教授により東京経済大学現代法学会規約案が説明され、若干

の法文修正をした後、全会一致で同規約議決され、即日施行された。

3．同規約 10 条にもとづき利谷信義現代法学部長が本会理事長に就任

した。

4．利谷理事長より、規約 10 条 2 項にもとづき蔡勝錫教授及び藤原修

助教授を理事に委嘱する提案があり、了承された。

5．利谷理事長より、両理事のほか加藤助教授を編集委員会委員にした

い旨、発言があり決定した。

6．利谷理事長より、志築徹朗教授に監事をお願いしたい旨、発言があ

り、会員総会において同教授を選出した。

7．設立総会において 20 名の会員申し込みがあった（氏名は別紙名簿

参照）。

2000 年 7 月 7 日

　理事会開催。

　利谷理事長より7月14日に総会を開催するとの提案があり、了承された。

議案を現代法学編集規定案及び現代法学投稿規定案の提案・審議・議決に



《学会記事の 10 年》

―　390　―

限定することとした。

2000 年 7 月 7 日

　編集委員会開催。

　編集委員会において加藤編集委員が編集委員会編集委員長に互選された。

2000 年 7 月 14 日

　第 2回東京経済大学現代法学会総会開催。

1．理事長より現代法学会が発行する機関誌に関する規定案を審議、議

決したいとの提案があり、了承された。

2．加藤編集委員会委員長より現代法学編集規定案及び現代法学投稿規

定案の趣旨説明があり、本日の日付をもって施行したいとの提案があ

った。

3．総会は全会一致で両案とも議決し、即日施行した。

4．編集委員会より年内に現代法学創刊号を発行するため、近日中に執

筆要綱を定め、原稿締切を 9月中旬とする旨、説明があった。

第 2 号

　【2000 年度学会活動】

2000 年 12 月 25 日

東京経済大学現代法学会誌『現代法学』創刊号出版。

発行部数は 1300 部。

法律・政治系学部をもつ大学図書館に寄贈する手続をとる（担当部門は
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図書館）。

2001 年 1 月 15 日

　『現代法学』2号の執筆要綱、編集委員会より各委員会に通知。

　【2001 年度学会活動】

2001 年 6 月 8 日

　会員総会開催

1．利谷理事長より、前年度の活動報告があり、了承された。

2．加藤編集委員長より『現代法学』につき以下の 2点の報告があり了

承された。

①『現代法学』2号の執筆予定者は、6月 15 日までに原稿を提出する

こと。

なお、3号の原稿締め切り日は、11 月上旬とする。

②『法律時報』（日本評論社発行）の「文献月報」に『現代法学』を

登録した旨、図書館より連絡があった。

　2001 年 6 月号の『法律時報』において、本学会誌は『東経法』の

略語とすることが公表された。

3．志築監事より、以下 2点の監査報告があり、承認された。

①前年度活動は適切に行われた。

②前年度会計に関しては、会員より会費を徴収せず、また学会固有の

支出もなかった。

4．利谷理事長より、今年度の事業計画が提示された。

①『現代法学』の年 2回発行を堅持継続する。

　各会員には、自覚的に協力下さるようお願いする。

②今年度中に、本学会主催による第 1回が学術講演会（仮称）を開催

する。
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　講演会開催については、加藤会員が本学研究副委員長を務めている

ため、同会員を講演会担当の世話人に任じたい旨発言があり、了承

された。

　加藤会員より、早急に計画案を公表し、11 月までに学術講演会を

開催したいとの発言があり、了承された。

第 3 号

　【2001 年度学会活動】

2001 年 9 月 30 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 2号出版。

2001 年 11 月 21 日

第 1回現代法学学術講演会開催

主催：現代法学会、協賛：本学学術研究センター

講師：樋口陽一氏（早稲田大学法学部教授、日本学士院会員）

講演題目：「もし日本国憲法がなかったとしたら

　　　　 　　―社会にとっての法の役割―」

場所及び時間：本学 B301 教室、14 時 50 分～ 16 時 20 分

参加者数：約 200 名

＊講演会終了後、ティーレセプション開催。

場所：本学 6号館 7階大会議室

参加者数；約 60 名。
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樋口講演は、『現代法学』（本号）第 3号に掲載する。

第 4 号

　【2002 年度学会活動】

2002 年 3 月 30 日

　東京経済大学現代法学誌『現代法学』第 3号出版。

2002 年 3 月 31 日

　渡辺功会員が退職された。本人の申し出により、会員の身分を継続する

ことになった。

2002 年 4 月 1 日

　渡辺章氏が現代法学部教授に就任し、本会の会員になった。

2002 年 5 月 17 日

　現代法学会会員総会開催

1．利谷理事長から、前年度の活動報告があり、了承された。

2．志築監事より、以下の 2点の監査報告があり、承認された。

①前年度活動は適切に行われた。

②前年度会計に関しては、会費を徴収せず、また学会固有の支出もな

かった。

3．4月 1 日付けで現代法学部長に就任した島田学部長が新しく理事長

に就任した。

4．理事には、理事長より、蔡、藤原両会員が委嘱された。

5．監事には志築会員が選出され、再任された。
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6．現代法学編集委員長には宮崎会員が選任された。

7．島田理事長より、今年度の事業計画が提示され、了承された。

①『現代法学』を年 2回発行する。

②今年度学術講演会を 1回開催する。

2002 年 7 月 8 日

　現代法学会第 2回学術講演会を開催した。

　共催：現代法学会、現代法学部

　講師：大田昌秀氏（前沖縄県知事、元琉球大学教授）

　講演題目：「沖縄から戦争と平和を考える」

　場所及び時間：本学 E201 教室、14 時 50 分～ 16 時 20 分

　参加者数：150 名

　大田氏の講演は、『現代法学』6号に掲載予定である。

2002 年 9 月 1 日

　糸田省吾氏が現代法学部教授に就任し、本会の会員になった。

第 5 号

　【2002 年度学会活動】

2002 年 11 月 30 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 4号出版。
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第 6 号

　【2002 年度学会活動】

2003 年 3 月 31 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 5号出版。

　【2003 年度学会活動】

2003 年 11 月 7 日

　 現代法学会臨時会員総会開催

　　 竹前教授と利谷教授の退任記念号の発行を決定した。

第 7 号

　【2003 年度学会活動】

2004 年 1 月 30 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 6号出版。

第 8 号

　【2003 年度学会活動】

2004 年 3 月 30 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 7号出版。

　【2004 年度学会活動】

2004 年 4 月 14 日



《学会記事の 10 年》

―　396　―

　現代法学会臨時会員総会開催

　森反章夫助教授を、編集委員長に選出した。

　退任記念号の特別編集委員である福岡峻治教授、片岡直樹教授を、理

事に選出した。

　新任教員 5名の入会を認めた。

2004 年 6 月 16 日

　現代法学会臨時会員総会開催

　　退任記念号編集の進捗状況等について報告があった。

第 9 号

　【2004 年度学会活動】

2005 年 1 月 20 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 8号出版。

第 10 号

　【2004 年度学会活動】

2005 年 3 月 10 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 9号出版。

2005 年 4 月 13 日

　現代法学会臨時会員総会開催

　　監事から、金銭の取り扱いは生じなかった旨報告があり、了承された。
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　　新任教員 1名の入会を認めた。

第 11 号

　【2005 年度学会活動】

2005 年 11 月 10 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 10 号出版。

2005 年 12 月 14 日

　現代法学会臨時会員総会開催

　加藤教授より、セミナー「司法制度改革」（宮本教授）の開催の提案が

あり、承認された。

2005 年 12 月 22 日

　現代法学会臨時会員総会開催

　理事長より、「現代法学」懸案事項の予告があり、次回総会で審議する

ことを確認した。

　①校正による印刷費増について

　投稿は完成原稿とし、大幅に書き換えた場合の超過費用は投稿者の個

人負担とすることを周知徹底する。

　②引用注記のルール作成について

　編集委員会編集委員長が、原案を作成する。
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第 12 号

　【2005 年度学会活動】

2006 年 3 月 22 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 11 号出版。

第 13 号

　【2006 年度学会活動】

2007 年 1 月 31 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 12 号出版。

2007 年 2 月 11 日

　現代法学会臨時会員総会開催

　　理事長から、「2007 年度会員名簿」の提案があり、承認された。

第 14 号

　【2006 年度学会活動】

2007 年 3 月 21 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 13 号出版。

　【2007 年度学会活動】

2007 年 4 月 11 日

　現代法学会臨時会員総会開催
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　森反前編集委員長から、「2006 年活動」の報告があり、了承された。

　志築監事から、「2006 年度監査」の報告があり、了承された。

　加藤新編集委員長から、就任挨拶および執筆依頼があった。

第 15 号

　【2007 年度学会活動】

2007 年 12 月 19 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 14 号を出版した。

第 16 号

　【2007 年度学会活動】

2008 年 2 月 27 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 15 号を出版した。

第 17 号

　【2008 年度学会活動】

2008 年 12 月 17 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 16 号を出版した。
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第 18 号

　【2008 年度学会活動】

2009 年 2 月 25 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 17 号を出版した。

第 19 号

　【2009 年度学会活動】

2009 年 12 月 9 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 18 号を出版した。

第 20 号

　【2010 年度学会活動】

2010 年 3 月 3 日

　東京経済大学現代法学会誌『現代法学』第 19 号を出版した。

　「現代法学部 10 年記念行事委員会」が、現代法学 20 号を現代法学部開

設 10 周年記念特別号として出版するという決定を行う。

 以上　



【編集後記】
　本年 3月をもって退任される谷口安平特任教授から、玉稿を頂戴した。同じ
く退任される宮本康昭教授からは、先号に玉稿を頂戴させていただいており、
「現代法学」にとってまことに歓ばしいことである。今後は、両先生の顰みに
ならって、「現代法学」が一層充実していくことを期待したい。
　なお、ルイビル大学ロナルド・ボーゲル教授の講演は、福岡峻治教授の 2004
年度現代の行政／行政学公開講義の一環としておこなわれたものを再録したも
のである。再録を了承されたボーゲル教授、労をとられた福岡教授に感謝しま
す。 （森反章夫記）

□　送付に関するお問い合わせ先
　　本学では、「紀要」交換業務は、図書館が行なっております。
　
　　　東京経済大学図書館・「紀要」担当
　　　　〒 185 ― 8502　東京都国分寺市南町 1 ― 7 ― 34
　　　　電　話　042 ― 328 ― 7763（直通）　　FAX　042 ― 328 ― 7777

執筆者紹介（掲載順）

大　出　良　知 本学現代法学部長・教授

礒　野　弥　生 本学現代法学部教授

加　藤　一　彦 本学現代法学部教授

木　本　洋　子 本学現代法学部教授

古川原　明　子 本学現代法学部専任講師

島　田　和　夫 本学現代法学部教授

西　下　彰　俊 本学現代法学部教授

橋　爪　幸　代 本学現代法学部准教授

羽　生　香　織 本学現代法学部専任講師

藤　原　　　修 本学現代法学部教授

細　川　和　憲 本学現代法学部教授

宮　﨑　良　夫 本学現代法学部教授

村　　千 鶴 子 本学現代法学部教授

渡　邉　知　行 成蹊大学大学院
法務研究科教授



【編集後記】
　14 名の会員が、自身の研究成果を寄稿された。いずれも力作である。
現代法学会誌『現代法学』第 20 号は、現代法学部開設 10 周年記念号と
して特別に編集された。そのため 400 ページという大部な紀要となって
いる。編集責任者としては、こうして問題なく発行できたことを嬉しく
思うし、また責任を果たせたことで安堵している。
　なお、現代法学部開設 10 周年記念行事として、2010 年 11 月 13 日に、
利谷信義先生（本学名誉教授、初代現代法学部長）による記念講演が行
われた。利谷先生の講演内容については、当初の予定通り、『現代法学』
第 21 号に掲載する。

編集責任：西下彰俊
（現代法学部教授）
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